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聖籠町障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２７年４月１日 

聖籠町長 渡 邊 廣 吉 

聖籠町規則第２１号 

聖籠町障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施

行細則の一部を改正する規則 

聖籠町障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則（平成１９年聖籠町規則第１５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項に次の１号を加える。 

 （３） 補装具支給認定者台帳 

第４条の見出し中「支給決定」を「介護給付費等の支給決定等」に改め、同

条中「又は」を「及び」に、「及び」を「並びに」に改め、「特定障害者特別

給付費の」の次に「支給並びに省令第３４条の３１第１項に規定する地域相談

支援給付決定の」を加え、「（特定障害者特別給付費）」を「・特定障害者特

別給付費・地域相談支援給付費」に改める。 

第５条の見出し中「支給決定」を「介護給付費等の支給決定等」に改め、同

条第１項中「（特定障害者特別給付費）」を「・特定障害者特別給付費・地域

相談支援給付費」に、「別記様式第３号。」を「別記様式第３号）又は地域相

談支援受給者証（別記様式第３号の２）（」に改め、同条第２項中「別記様式

第３号の２」を「別記様式第３号の３」に改める。 

第７条の見出し中「支給決定」を「介護給付費等の支給決定等」に改め、同

条中「及び」を「、」に改め、「届出書」を「変更の届出書及び省令第３４条

の４４に規定する変更の申請書」に改め、「（特定障害者特別給付費）」を「・

特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費」に改める。 

第８条の見出し中「支給決定」を「介護給付費等の支給決定等」に改め、同

条中「支給決定」を「支給決定等」に、「（特定障害者特別給付費）」を「・

特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費」に改める。 

第９条の見出し中「支給決定」を「介護給付費等の支給決定等」に改め、同

条中「第２０条第１項」の次に「、省令第３４条の６第２項及び省令第３４条
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の４９第１項」を加え、「支給決定の取消し」を「支給決定等の取消し」に改

める。 

第１０条中「第２２条第１項」の次に「、省令第３４条の３第４項及び省令

第３４条の４８第１項」を加える。 

第１１条中「第２３条第１項」の次に「及び省令第３４条の５０第１項」を

加え、「又は」を「並びに」に改める。 

第１２条の見出し中「特例介護給付費、特例訓練等給付費又は特例特定障害

者特別給付費」を「特例介護給付費等」に改め、同条中「若しくは」を「及び」

に、「又は」を「並びに」に改め、「支給の申請書」の次に「並びに省令第３

４条の５３第１項に規定する特例地域相談支援給付費の申請書」を、「・特例

特定障害者特別給付費」の次に「・特例地域相談支援給付費」を加える。 

第１３条中「第３０条第２項」を「第３０条第３項」に改める。 

 第１５条及び第１６条を次のように改める。 

 （サービス等利用計画案の提出依頼） 

第１５条 省令第１２条の３及び省令第３４条の３７に規定するサービス等利

用計画案の提出を求めるときの通知は、サービス等利用計画案提出依頼書（別

記様式第１６号）によるものとする。 

 （計画相談支援給付費の支給の申請） 

第１６条 省令第３４条の５４第１項に規定する計画相談支援給付費の支給の

申請書は、計画相談支援給付費支給申請書（別記様式第１７号）によるもの

とする。 

 第２０条及び第２１条を削る。 

 第１９条の見出し中「支給認定」を「自立支援医療費の支給認定等」に改め、

同条中「前条」の次に「第１項」を、「に対し支給認定」の次に「又は支給認

定の変更」を加え、「更生医療」を「育成医療・更生医療」に改め、「（新規・

再認定・変更）」を削り、同条を第２１条とする。 

 第１８条の見出し中「支給認定」の次に「等」を加え、同条中「支給認定の

申請書」の次に「又は省令第４５条第１項に規定する支給認定の変更の申請書」

を加え、「更生医療」を「育成医療・更生医療」に改め、同条に次の１項を加

える。 
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２ 町長は、前項の申請があったときは、必要に応じ、身体障害者更生相談所

（身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第９条第７項に規定する

身体障害者更生相談所をいう。）の判定を求めるものとする。 

 第１８条を第２０条とする。 

 第１７条の見出し中「サービス」の次に「等給付」を加え、同条中「第３４

条第１項」を「第６５条の９の２第１項」に改め、「サービス」の次に「等給

付」を加え、同条を第１９条とする。 

 第１６条の次に次の２条を加える。 

 （計画相談支援給付費の支給の通知） 

第１７条 町長は、前条の申請に対し計画相談支援を受けたと認めるとき又は

計画相談支援給付費の支給を行わないこととしたときは、計画相談支援給付

費支給（却下）通知書（別記様式第１８号）により申請者に通知するととも

に、受給者証に支給期間等を記載するものとする。 

（計画相談支援給付費の支給の取消し） 

第１８条 省令第３４条の５５第２項に規定する計画相談支援給付費の支給を

行わないこととしたとき（前条の規定により支給の通知を行ったあとにおい

て支給を行わないこととしたときに限る。）の通知は、計画相談支援給付費

支給取消通知書（別記様式第１８号の２）によるものとし、受給者証にその

旨を記載するものとする。 

 第２２条の見出し中「申請内容」を「自立支援医療費の申請内容」に改め、

同条中「更生医療」を「育成医療・更生医療」に、「別記様式第２６号」を「別

記様式第２５号」に改める。 

 第２３条中「別記様式第２７号」を「別記様式第２６号」に改める。 

 第２４条の見出し中「支給認定」を「自立支援医療費の支給認定」に改め、

「別記様式第２８号」を「別記様式第２７号」に改める。 

 第２６条を第２８条とし、第２５条を第２７条とし、第２４条の次に次の２

条を加える。 

（補装具の支給申請） 

第２５条 省令第６５条の７第１項に規定する補装具費の支給の申請書は、補

装具費（購入・修理）支給申請書（別記様式第２８号）によるものとする。 
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（補装具費の支給決定等の通知） 

第２６条 町長は、前条の申請に対し支給を決定したときは、補装具費支給決

定通知書（別記様式第２９号）により申請者に通知するとともに、補装具費

支給券（別記様式第３０号）を申請者に交付するものとする。 

２ 町長は、前条の申請に対し支給を行わないことを決定したときは、補装具

費支給却下決定通知書（別記様式第３１号）により申請者に通知するものと

する。 

 別記様式第１号中「介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費」を

「介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費」

に、「障害児氏名」を「児童氏名」に、 

 

 

 

に、「障害程度区分」を「障害支援区分」に、「区分 １ ２ ３ ４ ５ ６」

を「区分等 １ ２ ３ ４ ５ ６ 非該当」に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者

手 帳 番 号 
  

療育手帳

番 号 
  

精神障害者保健

福 祉 手 帳 番 号 
  

身体障害者 
手 帳 番 号 

 
療育手帳 
番  号 

 
精神障害者保健  

福 祉 手 帳 番 号  疾病名 
 

訪

問

系

・

そ

の

他 

□居 宅 介 護   

□重 度 訪 問 介 護 

□同 行 援 護 

□行 動 援 護 

□児 童 デ イ サ ー ビ ス 

□短 期 入 所 

□重 度 障 害 者 等 包 括 支 援 

日

中

活

動

系 

□療 養 介 護 □自 立 訓 練(機 能 訓 練) 

□生 活 介 護 □自 立 訓 練(生 活 訓 練) 

 □宿 泊 型 自 立 訓 練 

□就 労 移 行 支 援 

□就 労 移 行 支 援 (養 成 施 設 ) 

□就 労 継 続 支 援 A 型 

□就 労 継 続 支 援 B 型 

居 住

系 

□共 同 生 活 介 護 ( ケ ア ホ ー ム ) □共同生活援助 (グループホーム ) 

□施 設 入 所 支 援   

設

支

援 

旧

法

施 

□□旧身体障害者更生施設(入所・通所) □旧身体障害者療護施設(入所・通所) 

□□旧身体障害者授産施設(入所・通所) □旧知的障害者更生施設(入所・通所) 

□□旧知的障害者授産施設(入所・通所) □旧 知 的 障 害 者 通 勤 寮 

「 

  」を 

「 

」 

「 

」を 
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「 

訪
問
系
・
そ
の
他 

□居 宅 介 護   

□重 度 訪 問 介 護  

□同 行 援 護  

□行 動 援 護  

□短 期 入 所  

□重度障害者等包括支援  

日
中
活
動
系 

□療 養 介 護  □自立訓練（機能訓練）  

□生 活 介 護  □自立訓練（生活訓練）  

 

□宿 泊 型 自 立 訓 練  

□就 労 移 行 支 援  

□就労移行支援（養成施設） 

□就労継続支援Ａ型  

□就労継続支援Ｂ型  

居住系 □施 設 入 所 支 援 □共同生活援助（グループホーム）  

地域 
相談 
支援 

□地 域 移 行 支 援   

□地 域 定 着 支 援  

 

「サービス利用計画」を「サービス等利用計画」に、「指定相談支援事業者、

障害福祉サービス事業者若しくは障害者支援施設」を「指定特定相談支援事業

者、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定一般相談支援

事業者」に、「介護給付費（旧法指定施設を除く。）」を「介護給付費、訓練

等給付費（共同生活援助に係るものであって、入浴、排せつ又は食事等の介護

の提供を受けることを希望する場合に限る。）又は地域移行支援（精神科病院

（精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含む。）に入院し

ている者に限る。）」に改め、「、特定旧法指定施設」を削り、「グループホ

ーム等入居者（注）」を「グループホーム入居者」に改め、「（注） 対象事

業所は、共同生活介護（ケアホーム）、共同生活援助（グループホーム）」を

削り、「定率負担減免措置」を「自己負担減免措置」に改める。 

 別記様式第２号中「介護給付費 訓練等給付費・特定障害者特別給付費」を

「介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費」

に、「第２２条（及び）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律第２９条」を「第２２条（及び）第２９条」に改め、「第３４条）」

の次に「（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５

」に、 
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１条の７及び第５１条の１４）」を加え、 

「 

受 給 者 証

番 号 

                    支 給 決 定 障 害

者 (保護者 )氏名 

  

支給決定年月日 
  支 給 決 定 に 係

る 障 害 児 氏 名 

  

障 害 程 度 区 分 
  障 害 程 度 区 分

の 有 効 期 間 

  

支
給
決
定
内
容 

サービスの種類 支援の内容及び支給量 有効期間 

      

      

      

特 記 事 項 
  

利 用 者 負 担 上 限 月 額 円 
左の上限月額の

適 用 期 間 
  

特 定 障 害 者 特 別 給 付 費 

(施設入所支援・旧法施設支

援) 

日 額     円 
左 の 給 付 費

の 適 用 期 間 

  

特 定 障 害 者 特 別 給 付 費 

(共同生活介護・共同生活援

助・重度障害者等包括支援) 

月 額     円 
左 の 給 付 費

の 適 用 期 間 

  

 
」を 



7 

 

 

障害福祉サービス 

受給者証 

番    号 
          

地域相談支援 

受給者証 

番    号 
          

支給決定障害者 

（保護者）氏名 
 

支給決定に係る 

児 童 氏 名 
 

障害支援 

区 分 
 

 

支給 

決定年月日 

 

 

障害支援区分の 

有効期間 
 

 

支
給
決
定
内
容 

サービスの種類 支援の内容及び支給（給付）量 有効期間 

   

   

   

特 記 事 項  

利用者負担上限月額        円 
左の上限月額の 

適用期間 
 

特定障害者特別給付費  

(施設入所支援) 
日額    円 

左の給付費の 

適用期間 
 

特定障害者特別給付費  

(共同生活援助・ 

重度障害者等包括支援) 

月額    円 
左の給付費の 

適用期間 

 

 

に改める。 

 別記様式第３号中「障害児」を「児童」に改め、「１ ２ ３」の次に「４ 

５」を加え、「 

介護給付費の支給決定内容 

障 害 程 度 区 分   

 

 

 

 

 

介護給付費の支給決定内容 

障 害 支 援 区 分   

「 

」 

」を 

」に、 

「 
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「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 
 

 

「 

訓練等給付費の支給決定内容 

サービス種別   

 

旧法施設支援 

サービス種別 
  

支 給 量 等 

  障害程度区分 

  

支給決定期間 年 月 日から 年 月 日まで 

サービス種別   

支 給 量 等 

  障害程度区分 

  

支給決定期間 年 月 日から 年 月 日まで 
」を 

」を 

」に、 
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「 

訓練等給付費の支給決定内容 

障害支援区分 
 

認定有効期間  年 月 日から 年 月 日まで 

サービス種別 

 

 

「サービス利用計画作成費」を「計画相談支援給付費」に、 

 

「 

指定相談支援事業所名 

指定相談支援事業所名 

 

「 

指定特定相談支援事業所名 

モニタリング期間 

 

「又は旧法支援施設」及び「共同生活介護、」を削り、 

「 

利用者負担

割合(原則) 
１割 負担上限月額 

 

 

「 

負担上限月額 
  

 

 

」に、 

」を 

」に改め、 

」を 

」に改め、 
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「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「十」を「九」に、「十一」を「十」に改め、「・旧法施設支援（通所）」を

削り、「十二」を「十一」に改め、「・共同生活介護」及び「・旧法施設支援

（入所）」を削り、「十三」を「十二」に、「金額は、」の次に「当該支給決

定障害者等の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額（当該

政令で定める額が、」を、「除く。）の」の次に「総額の」を、「１割」の次

に「を超えるときは１割相当の額）」を加え、「また、食事等に要する費用に

ついて、特定障害者特別給付費欄に記載する額を１日当たりの上限として支給

します。」を削り、「町に」を「聖籠町に」に、「十四」を「十三」に、「障

害程度区分の」を「障害支援区分の」に、「町（旧居住地」を「聖籠町（旧居

番
号 

児童デイサービス事業者記入欄 

１ 

事 業 者 及 び そ の事

業 所 の 名 称 

  

契 約 日 年  月  日    

サ ー ビ ス 内 容       

契 約 支 給 量 ( ／ 月 ) 日     

事 業 者 確 認 印    

当該契約支給量によるサ

ー ビ ス 提 供 終 了 日 
年  月  日    

サ ー ビ ス 内 容       

当該サービス提供終了月中

の終了日までの既提供量 
日 

    

事 業 者 確 認 印   
    

２ 

事 業 者 及 び そ の事

業 所 の 名 称 

 

契 約 日 年  月  日    

サ ー ビ ス 内 容       

契 約 支 給 量 ( ／ 月 ) 日 
    

事 業 者 確 認 印 
      

当該契約支給量によるサ

ー ビ ス 提 供 終 了 日 
年  月  日    

サ ー ビ ス 内 容       

当該サービス提供終了月中

の終了日までの既提供量 
日 

    

事 業 者 確 認 印    
」を削り、 

（九） 
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住地」に改める。 

 別記様式第３号の２を別記様式第３号の３とし、別記様式第３号の次に次の

１様式を加える。 

 

 

 別記様式第４号中「（特定障害者特別給付費）」を「・特定障害者特別給付
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費・地域相談支援給付費」に改める。 

 別記様式第５号中「（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費）」

を「介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費」

に、「障害児氏名」を「児童氏名」に、 

「 

 

 

 

に、「障害程度区分」を「障害支援区分」に、「区分 １ ２ ３ ４ ５ ６」

を「区分等 １ ２ ３ ４ ５ ６ 非該当」に、 

「 

訪
問
系
・
そ
の
他 

□居 宅 介 護   

□重 度 訪 問 介 護 

□同 行 援 護 

□行 動 援 護 

□ 児 童 デ イ サ ー ビ ス 

□短 期 入 所 

□重 度 障 害 者 等 包 括 支 援 

日
中
活
動
系 

□療 養 介 護 □自 立 訓 練(機 能 訓 練) 

□生 活 介 護 □自 立 訓 練(生 活 訓 練) 

  □就 労 移 行 支 援 

□就 労 継 続 支 援 (A 型) 

□就 労 継 続 支 援 (B 型) 

居
住
系 

□ 共 同 生 活 介 護 ( ケ ア ホ ー ム ) □共同生活援助 (グループホーム ) 

□ 施 設 入 所 支 援   

旧旧設

法支

施援 

□□身体障害者更生施設 (入所・通所 ) □身体障害者療護施設(入所・通所) 

□□身体障害者授産施設（入所・通所） □知的障害者更生施設（入所・通所） 

□□知的障害者授産施設（入所・通所） □知的障害者通勤寮 

 

 

 

 

 

 

身 体 障 害

者手帳番号 
  

療育手帳

番 号 
  

精神障害者保健

福 祉 手 帳 番 号 
  

身体障害者 

手 帳 番 号 
 

療育手帳 

番  号 
 

精神障害者保健  

福 祉 手 帳 番 号 
 疾病名 

 

」を 

「 

」 

」を 
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「 

訪
問
系
・
そ
の
他 

□居 宅 介 護   

□重 度 訪 問 介 護  

□同 行 援 護  

□行 動 援 護  

□短 期 入 所  

□重度障害者等包括支援  

日
中
活
動
系 

□療 養 介 護  □自立訓練（機能訓練）  

□生 活 介 護  □自立訓練（生活訓練）  

 

□宿泊型自立訓練  

□就 労 移 行 支 援  

□就労継続支援（Ａ型）  

□就労継続支援（Ｂ型）  

居住系 □施 設 入 所 支 援 □共同生活援助（グループホーム）  

地域

相談

支援 

□地 域 移 行 支 援  

□地 域 定 着 支 援 

 

改め、同様式表面に次のように加える。 

  サービス等利用計画又は個別支援計画を作成するために必要があるときは、

障害支援区分認定に係る認定調査・概況調査の内容、サービス利用意向聴取

の内容、新発田市障害者介護給付費等支給審査会における審査判定結果・意

見及び医師意見書の全部又は一部を、聖籠町から指定特定相談支援事業者、

指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設又は指定一般相談支援事

業者の関係人に提示することに同意します。申請者氏名 

 別記様式第５号中「介護給付費（旧法指定施設を除く。）」を「介護給付費、

訓練等給付費（共同生活援助に係るものであって、入浴、排せつ又は食事等の

介護の提供を受けることを希望する場合に限る。）又は地域移行支援（精神科

病院（精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含む。）に入

院している者に限る。）」に改め、「、特定旧法指定施設」を削り、「グルー

プホーム等入居者（注）」を「グループホーム入居者」に改め、「（注） 対

象事業所は、共同生活介護（ケアホーム）、共同生活援助（グループホーム）」

を削り、「定率負担減免措置」を「自己負担減免措置」に改める。 

」に 
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 別記様式第６号中「（特定障害者特別給付費）」を「・特定障害者特別給付

費・地域相談支援給付費」に改め、「について、」の次に「（」を加え、「第

２４条第２項」を「第２４条及び第２９条）（障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律第３４条）（障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第５１条の９）」に、「障害児」を「児童」に改

める。 

 別記様式第７号中「（特定障害者特別給付費）」を「・特定障害者特別給付

費・地域相談支援給付費」に改める。 

 別記様式第８号中「第２５条第 1 項」の次に「及び第５１条の１０第１項」

を加え、 

「 

受 給 者 証

番 号 
                    

支給決定障害者

( 保 護 者 ) 氏 名 
  

支給決定取消日   
支給決定に係る

障 害 児 氏 名 

  

 

「 

障害福祉サービス 

受給者証番号 
          

地域相談支援 

受 給 者 証 

番 号 

    
 

 
     

支 給 決 定 障 害 者 

（保護者）氏名 
 

支給決定に係る 

児 童 氏 名 

 

 

支 給 

決 定 取 消 日 

 

 

改める。 

 別記様式第９号中「障害児」を「児童」に改める。 

 別記様式第１０号中「 

受給者証

の種類 

1 障害福祉サービス受給者証 

2 療養介護医療受給者証 

 

「 

受給者証 

の 種 類 

１ 障害福祉サービス受給者証 

２ 地域相談支援受給者証 

３ 療養介護医療受給者証 

」を 

」に 

」を 

」に、 
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「障害児」を「児童」に改める。 

 別記様式第１１号中「・特例特定障害者特別給付費」の次に「・特例地域相

談支援給付費」を加え、 

「 

 

 

 

 

「 

フリガナ  障害福祉サービス受給者証番号 

申請者氏名   

          

地域相談支援受給者証番号 

申請者生年月日  年 月 日 
          

 

「障害児」を「児童」に、「請求額」を「特例地域相談支援給付費請求額」に

改める。 

 別記様式第１２号中「特別給付費」の次に「・特例地域相談支援給付費」を

加え、「及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第

３５条」を「、第３５条及び第５１条の１５」に、 

「 

受給者証番号                     申請者氏名   

 

「 

 

 

 

改める。 

 

 

フ リ ガ ナ   受 給 者 証 番 号 

申 請 者 氏 名                       

申請者生年月
日   年  月  日   

障害福祉サービス 

受給者証番号 
          

地域相談支援 

受給者証番号 
          

申請者氏名  
 

 」を 

 」に、 

 」を 

」に 
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 別記様式第１６号を次のように改める。 
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 別記様式第１７号を次のように改める。 
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 別記様式第１８号を次のように改める。 
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 別記様式第１８号の次に次の１様式を加える。 
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 別記様式第１９号中「第１７条」を「第１９条」に改め、「福祉サービス」

の次に「等給付費」を加え、「②介護保険法③身体・知的障害者福祉法」を「②

児童福祉法③介護保険法」に、「障害児」を「児童」に改める。 

 別記様式第２０号中「第１７条」を「第１９条」に改め、「福祉サービス」

の次に「等給付」を加え、「第３３条」を「第７６条の２」に、「障害児」を

「児童」に改める。 

 別記様式第２１号中「第１８条、」を削り、「医療費（」の次に「育成医療・」

を加え、 

「          

 

 

 

「 

 

 

 

「 

 

 

 

 

改める。 

 別記様式第２２号中「第１９条、」を削り、「医療費（」の次に「育成医療・」

を加え、「（新規・再認定・変更）」を削り、「支給認定障害者」を「支給認

定受給者」に、「障害児」を「児童」に改める。 

 別記様式第２３号中「第１９条」を「第２１条」に、「更生医療」を「育成

医療・更生医療」に改める。 

 別記様式第２４号中「第１９条」を「第２１条」に、「更生医療」を「育成

医療・更生医療」に改め、「不支給」の次に「・変更認定申請却下」を、「支

給認定」の次に「・変更認定」を加える。 

障
害
者
・
児 

フ リ ガ ナ 

受診者氏名 

フ リ ガ ナ 

受診者住所 

フ リ ガ ナ 

受 診 者 氏 名 

フ リ ガ ナ 

受 診 者 住 所 

前回の受給者番号   今回の受給者番号   

備 考   

前回の受給者番号   今回の受給者番号  

前回の有効期限   月額自己負担上限額   

備 考  

」を         」に、 

「 

」を 

」に 
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 別記様式第２５号を削る。 

 別記様式第２６号中「更生医療」を「育成医療・更生医療」に改め、同様式

を別記様式第２５号とし、別記様式第２７号を別記様式第２６号とする。 

 別記様式第２８号中「支給認定障害者」を「支給認定受給者」に、「障害児」

を「児童」に改め、同様式を別記様式第２７号とする。 

 別記様式第２７号の次に次の４様式を加える。 
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附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 


